













































































































































  伊藤邦雄編著『Global Accountingキャッシュ ･フロー会計と企業評価　第2版』中央経済社，平成18年8月。
表1「キャッシュ・フロー計算書に関する会計基準の比較」
作成基準（日本） 中小企業版I F R S 中小指針
資金概念 現金及び現金同等物 現金及び現金同等物 ―







































損 益 計 算 書 92.2％
貸 借 対 照 表 91.7％
勘 定 科 目 明 細 書 66.8％
利 益 処 分 案 62.6％
税 務 申 告 書 一 式 62.3％
資 金 繰 り 表 51.2％
法 人 事 業 概 況 説 明 書 44.8％
納 税 証 明 書 38.9％
部 門 別 収 支 実 績 表 37.3％
キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 計 算 書 35.5％















貸 借 対 照 表 94.9％
損 益 計 算 書 94.8％
勘 定 科 目 明 細 書 80.4％
利 益 処 分 案 79.3％
税 務 申 告 書 一 式 75.4％
資 金 繰 り 表 60.0％
法 人 事 業 概 況 説 明 書 53.9％
納 税 証 明 書 41.5％
部 門 別 収 支 実 績 表 35.6％
キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 計 算 書 28.2％













































































営業収入 　××× 税金等調整前当期純利益 　×××
原材料又は商品の仕入支出 －××× 減価償却費 　×××
人件費支出 －××× 連結調整勘定償却額 　×××
その他の営業費支出 －××× 貸倒引当金の増加額 　×××
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〔抄　録〕
本稿は，中小企業の会計に関する指針のキャッシュ・フロー計算書の規定を中心に検討
を行った。中小企業には現状を維持しながら継続して事業を遂行する企業もあれば，企業
を成長させてさらなる発展を目指す企業も存在するのである。企業を成長させ発展を目指
す企業になる程，会計処理が複雑になりキャッシュ・フロー状況の読み取りが困難になる。
このことがキャッシュ・フロー計算書を作成する要因の1つである。その意味において，
キャッシュ・フロー計算書の役割は経営者が企業のキャッシュ・フローの状況を適切に把
握するという管理会計的な資料として必要になるのである。
中小企業が大企業ないし上場企業にまで成長するのであれば，金融商品取引法適用会社
となり，キャッシュ・フロー計算書の開示が要求されるため，自社の分析の連続性を考慮
して中小企業の時からキャッシュ・フロー計算書の作成をした方が望ましい。中小企業の
会計に関する指針はキャッシュ・フロー計算書の作成を上場企業へと成長を目指す中小企
業にむけて示すべきであり，さらなる経営者にわかりやすい会計基準の作成が望まれる。
しかし，企業の「成長」とは何をもって成長といえるのであろうか。成長に関しては様々
な学説や指標が存在するため，この点について今後さらなる検討が必要になる。
